Ｑ5-1　中小企業再生支援協議会が担う役割について教えてください。

　Ａ.１. 中小企業再生支援協議会の意義

中小企業再生支援協議会とは、産業活力再生特別措置法第二節（中小企業再生支援体制の整備）第二十九条の三（注1）にもとづき経済産業大臣が認定した都道府県の商工会議所や都道府県支援センターなどに設置した、中小企業の建て直しを支援する機関である。運営費は、経済産業省が負担している。金融機関や弁護士会、自治体などが参加して運営方針を話し合う全体会議と、実際の支援業務を手がける専門家とで構成しており、金融機関関係者、公認会計士、中小企業診断士など通常２～３名の専門家が常駐している。他に登録専門家として、弁護士、中小企業診断士、その他コンサルタント等が登録され、プロジェクト毎に参加し企業の再生計画策定を支援していく。

　事業再生支援については基本的に民間主体で進めていくことが望ましいとされているが、国が主体となって企業の事業再生に取り組む理由には、
（1） 企業再生・産業再生には迅速に取り組む必要があること
（2） メインバンクとサブバンクとの間で調整困難な場合もあること
（3） 事業再生に関するわが国のマーケットが十分に発達していないことにより期限を
限って取り組む必要があること

といったことがあげられる。
2. 中小企業再生支援協議会の活動目的

中小企業再生支援協議会の活動目的は、過剰債務に陥っている企業に、十分な事業競争力があるにもかかわらず経営上事業継続に不安がある場合、過剰債務の原因となる不採算部門等を切り離すなどによって企業競争力を回復させることにある。あくまでもそれは企業および経営者の改善を目的としたものではなく、事業自体に存在価値があり、地域経済や雇用の確保等を維持していくためや連鎖倒産の防止のために、再生可能と判断されたものについて支援していくことが真の目的である。そして中立的な立場から

（1） 重荷となっている部門（事業）を切り離して整理（財務リストラによるB/S改善）

（2） 将来に向かって有望な部門（事業）を強化する（P/L、C/Fの改善）

を行って事業を立ち直らせることを支援していくこととなる。

3. 中小企業再生支援協議会における事業再生の特徴
中小企業再生支援協議会における事業再生は、私的整理ガイドラインの運用や協議会制度に関する基本的な指針（中小企業再生支援指針）を踏まえて中小企業再生を行っていくため、いわゆる主要債権者間の協力を前提とした私的整理である。したがって中小企業再生支援協議会が関与する私的整理の特徴として以下の点が挙げることができる。

（1） 取引先等に対して支援を受けたイメージととらえられる。

（2） 銀行など特定の債権者の債権だけをカットすることもできる。

（3） 裁判所への申請は不要である。

（4） あくまで債権者個別の同意にもとづき、拘束・強制はできない。

（5） 明確な手続き規定がない。

　4. 中小企業再生支援協議会の基本的立場

　中小企業再生支援協議会は、企業側の代理ではなく債権者である金融機関側にもたたず、あくまで中立的な第三者的立場である。企業内容等を十分に調査、検討した上で調停案を提示するいわゆる特定調停的な進め方をしていく。そして、支援という立場から守秘義務を遵守する。すなわち、中小企業は存立基盤が弱く僅かな風評リスクに対しても抵抗力がないため、中小企業再生支援協議会の守秘義務に対する配慮が厳格になされている。　
（注1）
　第二十九条の三

　1.認定支援機関に、中小企業再生支援協議会を置く。

　2. 中小企業再生支援協議会は、認定支援機関の長およびその任命する委員をもって組織する。

　3.中小企業再生支援協議会の委員は、中小企業再生支援協議会に係る実務経験または学識経験を有する者のうちから任命しなければならない。

　4. 認定支援機関の長は、中小企業再生支援協議会の委員を任命したときは、経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣にその旨を届出なければならない。中小企業再生支援協議会の委員に変更があったときも、同様とする。
　5.中小企業再生支援協議会は、認定支援機関が行う中小企業再生支援業務の具体的内容、実施体制の確保その他の中小企業再生支援業務の遂行に関する重要な事項を審議し、決定するほか、認定支援機関に対する専門的な助言を行う。
6.前各号に　規定するもののほか、中小企業再生支援協議会の組織および運営に関し、必要な事項は政令で定める。

5-2 中小企業再生支援協議会が支援する対象先にはどのようなものがありますか。

　
　　Ａ.　1.対象支援先　

　中小企業再生支援協議会が支援する企業は、事業再生意欲を持つすべての中小企業を対象としている。主として以下のような企業である。

（1） 経営上の問題を抱えているが、再生の可能性が高く、企業再生に意欲を持　

っている中小企業

（2） 現状、借入金の返済に苦しんでいるが、営業利益段階では利益を計上して　

いる。または、今後利益を上げられる見通しである。

（3） メイン金融機関より再生計画の策定を要請されている。または、計画を提　　

出したが納得されていない。

（4） 借入金の返済猶予を申し入れているが了解を得られていない。

（5） 一部の金融機関がＲＣＣ（整理回収機構）に債権譲渡してしまった。
（6） 法的整理を申し立てることにより債務者の信用力が低下し、事業価値が著　　

しく毀損するなど、再生に支障が生じる恐れがあること。
（7） 法的整理の手続きによるよりも多い回収を得られる見込みがあるなど、債　

権者にとっても経済合理性があること　等々
　2.支援対象となる条件

　企業との第一次対応面談においては、企業概要および税務申告等資料、経営者の聞き取りにより企業の実態を把握する。これらから、実態の収益力、償還力＝償還年数（借入総額/償却前経常利益）および実質債務超過の解消年数（債務超過額/当期利益）を把握し、企業の再生能力の有無を判断していく。中小企業再生支援協議会の支援先の選定において判断ポイントとしては、

（1） 業種（業界動向を含めた今後の可能性の検討）
（2） 売上面の傾向、営業利益の状況（事業面の今後の可能性の検討）
（3） 実態Ｂ/Ｓ（過剰債務の程度）
（4） 窮境に陥った原因
（5） 取引銀行の対応状況（再生に対する協力姿勢の有無）
（6） 債権者にＲＣＣ、サービサーがあるか？（担保の任意売却、競売の申立ての有無）
（7） 経営者の姿勢に問題はないか（再生に対する意欲）
（8） 再生支援をするにあたっての当面の資金繰り（資金破綻の可能性、メイン等主要行の資金繰り支援の有無）
があげられる。以上の項目を総合的に検討し再生の可能性を判断し、さらに国が企業の事業再生を支援する社会的意義があるかどうか、すなわち事業を再生することによる雇用の確保を図ることができるか、地場産業等に与える影響があるか、当該企業が倒産することによる連鎖倒産を防ぐことができるか等を考慮して決定することになる。

　

5-3 中小企業再生支援協議会の設置機関および設置場所について教えてください。

　
Ａ.　1. 中小企業再生支援協議会の設置機関

　中小企業再生支援協議会の設置機関は、経済産業大臣が産業活力再生特別措置法第二十九条の二にもとづき行うこととされている。それによると、
（第一項）経済産業大臣は、中小企業再生支援指針にもとづき、経済産業省令で定めるところにより、商工会、都道府県商工会連合会、商工会議所または中小企業支援法第七条第一項に規定する指定法人であって、都道府県の区域の全部または一部の地域において次項に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められるものをその申請により、中小企業再生支援業務を行う者として認定することができる。

（第二項）前項の認定を受けた者は、他の法令に定めるもののほか、当該認定にかかる次項第四号ハの地域（中小企業再生支援業務を行う地域）において次の業務を行うものとする。
　一　事業再構築、共同事業再編、経営資源再活用または経営資源活用新事業を行おうとする中小企業者の求めに応じ、必要な指導または助言を行うこと。
　二　中小企業者およびその経営の改善を支援する事業を行う者ならびにこれらの者の従業員に対し、事業再構築、共同事業再編、経営資源再活用または経営資源活用新事業に関する研修を行うこと

　三　前二号に掲げる業務に関連して必要な情報の収集、調査および研究を行い、ならびにその成果を普及すること。

　四　中小企業総合事業団からの委託にもとづき、第二十九条の八に規定する業務の実施に必要な調査を行うこと。

　と規定されている。
2. 中小企業再生支援協議会の設置場所
　この産業活力再生特別措置法第二十九条の二にもとづき現在各都道府県の商工会議所や中小企業センターなどに４７の機関が設置されている。各都道府県中小企業再生支援協議会の設置場所は、

　中小企業庁のホームページ　http://www.chusho.meti.go.jpをご参照頂くか

  中小企業相談ホットライン　0570－009111　へお問い合わせください。
3. 中小企業再生支援協議会の組織

　中小企業再生支援協議会の組織は、産業活力再生特別措置法第二十九条の三3項に
　中小企業再生支援協議会は、認定支援機関の長およびその任命する委員をもって組織する、と規定されている。神奈川県中小企業再生支援協議会の組織を例にとると
経済産業大臣

↓　認定
財団法人神奈川中小企業センター理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　設置（産業活力再生特別措置法にもとづく再生　

　　　　　　　　　　　　支援業務実施）

	神奈川県中小企業再生支援協議会
組織　　
財団理事長および財団理事長が任命した委員で組織する

	構成

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
全体会議　　　　　　　　　　　　　　　　支援業務部門　　　　　

・構成　　　　　　　　　　　　　　　　　・支援業務体制　

協議会の委員を持って構成する。　　　　　　　支援業務責任者

・会長　　　　　　　　　　　　　　　　　　窓口専門家　

委員の互選による　　　　　　　　　　　　　　事務局職員

会務を総理し全体会議の議長を務める　　　　　　・支援業務部門の役割

・役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　再生支援業務の実施

支援業務部門の業務方針・方法等の決定　　　　　　個別支援業務における専門家の登録　　

支援業務部門の適切な業務実施の助言等　　　　　　全体会議会長への状況報告

関係機関が行う関連業務との連携確保　　　　　　　全体会議の事務処理

支援業務責任者の勤務体制の決定　

　　 

5-4 中小企業再生支援協議会が行った支援実績について教えてください。
Ａ.1.計画策定完了案件

　平成17年11月30日現在全国で711件の計画策定完了となっている。平成15年2月以後、7,866社の企業からの相談に応じ、そのうち金融機関との調整を含む抜本的な対策が必要な711社について、再生計画が完了した。その結果、50,124名の雇用が確保され、さらに435社について現在支援中である。再生計画の策定が完了または支援中の企業は合計で1,146社となった。
　その他、相談企業の約半数の3,502社は経営改善や資金繰りに関するアドバイス、適切な関係機関の紹介等により課題が解決するなど、着実に成果があがっている。平成17年10月から11月までの実績を前年同期と比べると、新規相談企業数は横ばいであるが、再生計画策定支援開始件数および完了件数が減少した。また、再生計画策定支援中件数は約3割増加している。
	区分
	平成16年
10月～11月①
	平成17年
10月～11月②
	前年同期比
②／①

	
	
	
	

	新規相談企業数
	479 
	481 
	100.4%

	再生計画策定支援開始件数
	107 
	78 
	72.9%

	再生計画策定完了件数
	77 
	71 
	92.2%

	再生計画策定支援中件数（11/30現在）
	336 
	435 
	129.5%


　　　　　　　　　　　　　中小企業再生支援協議会ＨＰデータより
2.　再生計画完了案件の特徴　
昨今の債権者支援による再生計画に用いる手法は、破綻懸念先企業の持ち込み件数増加に伴い、企業再編や清算、債務免除を実施する計画が増加傾向にある。

①新規融資・リスケジュールの実施
　リスケジュールの実施状況をみると、Ｈ16年度下期においては222件の完了案件中141件（64％）が、Ｈ17年度上期においては184件の完了案件中122件（66％）が実現している。また、新規融資に関してはＨ16年度下期においては222件の完了案件中156件（70％）が、Ｈ17年度上期においては184件の完了案件中123件（67％）が実現している。そして、Ｈ16年度下期およびＨ17年度上期においては完了案件中92％もの企業が新規融資またはリスケジュールのいずれかの実施をされている。

②営業譲渡、合併分割、株式譲渡、旧会社・関連会社清算
　営業譲渡、合併分割、株式譲渡、旧会社・関連会社清算実施状況をみると、Ｈ16年度下期においては222件の完了案件中43件（19％）が、Ｈ17年度上期においては184件の完了案件中37件（20％）が実施している。

③債務免除

　金融機関、ＲＣＣ、サービサー、ファンド等による債務免除の実施状況をみると、Ｈ16年度下期においては222件の完了案件中35件（16％）が、Ｈ17年度上期においては184件の完了案件中53件（29％）が実現している。

5-5　中小企業再生支援協議会が行う企業再生スキームについてどのようなものがありますか。
Ａ.　中小企業再生支援協議会が行う企業再生スキームは、私的整理を前提とした債権者（金融機関）支援による手法と再生企業主体の事業再編による手法とがある。それぞれのおもな手法は次のようなものがあげられる。

1.　債権者支援による再生手法

　債権者支援による再生に用いる手法について主なものに次のものが挙げられる。

（１）リスケジュール（リスケ）

　リスケジュールとは、取引先の経営状況が悪化し資金繰りを支援するため、金融機関が貸出金の弁済スケジュールを変更することをいう。条件変更を行って返済期限を延長するケースと短期貸出のローリングによって実質的な残高維持を行うケースがある。条件変更も最終返済期限を延長して返済予定表を変更する場合と、一定期間返済猶予してから一定期間経過後に再度条件変更を検討する場合がある。

（２）金利減免

　元本の返済は可能であるが金利の支払ができないような場合に、金融機関の支援を要請する際に金利の減免を行うことがある。金利利率を下げる場合や金利を一切免除してもらう場合がある。

（３）債権放棄

　債権放棄とは金融機関が融資先に対して有する貸出金等の債権を放棄することをいい、債務者企業にとっては借入金の弁済を免除してもらうことである。金融機関が原則として自ら債権放棄をすることはない。ただ、金融機関が債権放棄をする最低限の要件は、金融機関自身が債権放棄によって、不良債権を税務上無税償却できるかどうかが大きなポイントとなる。

（４）ＤＥＳ

　ＤＥＳとはデット・エクイティ・スワップの略で債務の株式化のことである。ＤＥＳは単に債権放棄をするのではなく、貸出債権を株式に振替ることにより債務者の財務体質を強化するとともに、株式の保有により将来のキャピタルゲインを期待することができる手法である。債権者にとって破綻しかけの株式を所有することにメリットはないが、少しでも経済合理性のある取引を試みようとする場合にＤＥＳを使うことがある。その企業が払えるだけの債務は継続して債務として弁済してもらい、現状弁済でできそうもない債務については株式に振り替えるという手法である。

（５）DDS

　デット・デット・スワップ（DDS）とは債権者が債権を劣後ローンに転換することをいい、DESと類似の効果があることから株式未公開中小企業の財務リストラ手法として期待されている。このスキームは債務全体が減少することはないが、劣後ローンは資本性の高い負債として金融検査マニュアルにおいても資本とみなされるため、企業の評価は改善され、償還期限や返済方法の緩和とも相まってキャッシュフローの改善にもなる手法である。

2.資金調達による再生手法

（１）ＤＩＰファイナンス

　ＤＩＰファイナンスとは、本来再生型の法的整理手続きに入った企業に対する融資で、手続き申請後再生計画決定までのつなぎ運転資金、再生計画決定後のリストラ資金・設備資金のためのものである。この資金ニーズは私的整理においても同様であり、政府系金融機関をはじめとして徐々に使われ始めている。

（２）中小企業再生ファンド

　中小企業再生ファンドとは、独立行政法人中小企業基盤整備機構が主体となって行う事業の一つである。この事業は中小企業の再生支援を目的として設立される投資事業有限責任組合への出資（独立行政法人中小企業基盤整備機構の出資額はファンド総額の1/2を上限とする）を通じ、事業再生に取り組む中小企業の資金調達の円滑化および再生支援を行うものである。中小企業再生支援協議会の再生計画策定支援を受ける企業に対して、金融機関の保有する貸出債権の買取や企業の株式や新株予約件付社債の取得等による資金提供を行う手法である。
3.事業再編による再生手法
（１）営業譲渡
　営業譲渡とは、譲渡会社が営業活動の全部の財産または重要な一部の財産を譲受会社に譲渡をすることをいう。つまり、必要な営業財産のみを譲り受けることができる。再生の過程において、スポンサー支援によるＭ＆Ａやコア事業とノンコア事業とを分離するために用いる手法である。再生対象会社にとっては、営業譲渡の対価として現金を得ることができるため、これを返済にあてることにより有利子負債の削減を図ることができることやノンコア事業のみを切り離すことによってコア事業に特化することができコア事業に経営資源を集中させることによってコア事業の競争力を強化することができる。
（2） 合併による再生
　再生局面で用いられる合併は、おもにグループ間企業同士の合併による不採算企業の場合が多い。つまり、経営不振企業である子会社を親会社が吸収合併するような場合に用いられ、ノンコア事業の整理およびコア事業への資源の集中等を目的として行われる。合併は、権利義務が包括承継されるため、存続会社の金銭が不要であるため再生企業にとってのメリットがある。しかし、権利義務の個別移転ができないことや一定の期間を要すること、あるいはケースによっては税務上の欠損金を引き継ぐことができない等のデメリットがある。

（3） 会社分割による再生

　会社分割には、新設分割と吸収分割とがある。前者は、会社が営業の全部または一部を新たに設立する会社に承継させる手続きであり、後者は既存の会社に営業の全部または一部を承継させる手続きである。事業再生局面における会社分割は、コア事業とノンコア事業を会社分割によって分離してコア事業に経営資源を集中し、ノンコア事業の清算等を行うために使われる手法である。ただし、個別資産、負債の譲渡ではなくあくまで事業の分離であり、株主総会の特別決議が必要であるとともに、債権者の異議申立を確認するための債権者保護手続きが設けられており一定の期間を要するといったデメリットがある。
5-6　再生支援における第一次段階相談と第二次段階相談について教えてください。

　
Ａ.1基本的考え　 

中小企業再生支援協議会においては、私的整理ガイドラインの運用や協議会制度に関する基本的な指針（中小企業再生支援指針）を踏まえて、中小企業再生に関して以下のような基本的な考え方を採用している。

　一つは事業面の再生である。営業利益の改善については単なる経費削減ではなく、部門別、販売先別、商品別、店舗別等の採算分析を行い抜本的な事業構造の変革により安定的な事業収益性を確保していくことである。すなわち、不採算部門の商圏からの撤退、利益率の改善しない販売先との取引停止等を行う。そして、経営者の自助努力による改善の助長である。つまり経営者の自助努力を最大限に引き出し、社内全体の再生意欲を高めていくことが重要となってくる。場合によっては経営者の交代やスポンサー支援も検討課題としていく。このような事業面の分析や改善が行われなくては金融支援を受けることはできないといえる。

　次にＢ/Ｓ面の再生である。これは非事業用資産の売却、経営者による私財提供、債権放棄による債務圧縮を図る。場合によっては債務保証をしている経営者の自己破産等も検討する。そしてオーナー一族の無償減資による株主権の消滅、希薄化を行う。これにより経営者の経営責任の明確化を図ることができることになる。そして、スポンサー等の第三者増資も検討していくこととなる。この２本の柱を念頭として、実質債務超過の解消を3年から5年以内に、債務償還年数の短縮を10年から20年以内に設定することを目標とし、再生を行っていくことになる。

2. 中小企業再生支援協議会の再生手順

　次に中小企業再生支援協議会における再生手順についてであるが、企業との第一次対応面談においては、企業概要および税務申告等資料、経営者の聞き取りにより企業の実態を把握する。これらから、実態の収益力、償還力＝償還年数（借入総額/償却前経常利益）および実質債務超過の解消年数（債務超過額/当期利益）を把握し、企業の再生能力の有無を判断していく。中小企業再生支援協議会の判断ポイントとしては、①業種（業界動向を含めた今後の可能性の検討）②売上面の傾向、営業利益の状況（事業面の今後の可能性の検討）③実態Ｂ/Ｓ（過剰債務の程度）④窮境に陥った原因⑤取引銀行の対応状況（再生に対する協力姿勢の有無）⑥債権者にＲＣＣ、サービサーがあるか？（担保の任意売却、競売の申立ての有無）⑦経営者の姿勢に問題はないか（再生に対する意欲）⑧再生支援をするにあたっての当面の資金繰り（資金破綻の可能性、メイン等主要行の資金繰り支援の有無）があげられる。以上の項目を総合的に検討し再生の可能性を判断し、さらに国が企業の事業再生を支援する社会的意義があるかどうか、すなわち事業を再生することによる雇用の確保を図ることができるか、地場産業等に与える影響があるか、その企業が倒産することによる連鎖倒産を防ぐことができるか等を考慮して決定することになる。

再生支援の対象となった企業については2次対応（再生計画策定支援）へ進むこととなる。まず、実態B/Sを把握するために財務デューデリジェンス（注２）を公認会計士または税理士に依頼し行うこととなる（平成17年4月より協議会支援において義務付け）。次に中小企業診断士等に依頼し、事業の実態分析の実施を行う。事業の外的・内的環境分析を行うことにより、経営改善課題の把握、改善策を模索していく。この結果を踏まえた上で経営者と納得のいくまで話し合い、企業実態を正確に認識させた上で再生の意欲および意思を醸成していくのである。そして経営者責任を十分に認識させて経営者自身による私財提供、債権放棄等を実施していく。そして、具体的な金融支援を含めたスキームをメインバンク、サブバンク、経営者、中小企業診断士、税理士、中小企業再生支援協議会メンバー等で協議し決定していく。この際の金融支援を実施する協力金融機関の合意の取付けに、協議会が仲裁役となり調整を図っていくことになる。メインバンクの意向を十分汲み取った上で、各金融機関の衡平性、妥当性を確保した金融支援を提案していくことになる。すべての金融機関からの合意取付けまでに、3ヶ月程度から1年以上かかるケースもある。その合意された支援内容にもとづいた数値検証を行い、原則として10年分の事業計画および予想損益計算書・貸借対照表・キャッシュフロー計画書を作成する。この再生計画調査報告書にもとづいて債権者会議を開催し、調整後全金融機関の同意を得て、再生計画が実施されていくこととなる。その後一定の期間ごとに協議会が進捗状況のフォローアップをしていくこととなる。

（注1）私的整理ガイドラインとは、平成13年9月19日「私的整理に関するガイドライン研究会」が、企業の私的整理に関する基本的考え方を整理し、私的整理に至った場合の具体的な関係者間の調整手続き、対象となる企業の選定基準、再建計画の要件等をあらかじめ定めたものとして策定されたもので、私的再生手続きをリードする基本準則たる基盤を有するものである。
（注２）財務デューデリジェンスとは、公認会計士等の会計専門家による企業の詳細な財務調査のこと。これにより資産の劣化、不良資産の存在、負債の過少計上、設備の操業度差異、重要な顧客への依存度、重要な簿外債務の発見、保証債務・偶発債務の有無等が明らかになり、実質債務超過額等の把握をすることができる。
5-7　中小企業再生支援協議会が行う取引金融機関との調整について教えてください。

　 　

1. 中小企業再生支援協議会は調整役
　（１）債権者平等原則

中小企業再生支援協議会は、対象となる債務者企業と金融機関等の調整役としての位置付けであり、中立、公平を保っていかなければならない。そこで、取引金融機関に対しても原則平等に再生策を講じていく必要がある。ただ、中小企業の場合においてはメインバンクとサブバンクとに当該企業に対する温度差があるケースが多い。それは債務者企業の業績悪化、債務超過の状況についてメインバンクのみ把握しているといった場合が多く、情報の非対称性が問題となっているのが現状である。こういったケースにおいては、メインバンクの最大負担が暗黙の了解となっている。
　したがって、調整役として債務者平等の原則を維持していくことが非常に困難であるのが実情である。
（3） 清算的回収との対比

各金融機関が、中小企業再生支援協議会に対して再生計画の策定および債権者の調整役を依頼する際においても、メインバンクとサブバンクとの間に温度差が生じる。つまり、不動産担保の有無、信用保証協会付の債権であるかどうかによって、清算の場合における回収見込額と私的整理における回収見込額に明らかに相違が生ずる。たとえばメインバンクが担保または信用保証協会付でない債権が半分を占めている一方で、サブバンクが100％信用保証協会付であるケースについて、法的整理を選択した場合については、メインバンクの半分が貸倒れの危機にさらされる一方でサブバンクは100％債権回収が可能である。こういった場合に、サブバンク側にとってみれば法的整理の回収も私的整理の回収も同じであるため、労力と時間を要する私的整理を選択する必要性がない。メインバンクは、法的整理の場合と私的整理の場合とでの回収額を比較して、私的整理のほうが、回収がより多く見込めると判断された場合にのみ、私的整理による手法を選択することになるのである。中小企業再生支援協議会が金融機関調整に積極的に動いたとしても、メインバンクの協力だけで動かざるを得ないことも多々あるのである。
（4） リスケジュール
債務者企業が金融機関に対して債務の返済期間の見直しを要請し、資金繰りの改善をはかる場合において採用する手法である。原則として債務免除を伴わずに返済期限を延長等する手法であるが、この手法が成功するかどうかは、債務者が合理的かつ実行可能な再建計画の立案・提示を行うことができるか、その実行の可能性の有無によって金融機関側が判断することになる。この金融機関側への判断に対しても、中小企業再生支援協議会は中立的に再生計画案の作成を行う必要性がある。
（5） ＤＥＳ、ＤＤＳ

中小企業再生支援協議会が、金融機関にＤＥＳまたはＤＤＳを再生計画に織り込む案を作成して、提示することはある。しかしながら、ＤＥＳについては金融機関側が中小企業の株式を取得することに対して有意性を見出せないこと、またＤＤＳについても劣後ローンにすることについては経済的合理性をもつとしても、債権放棄に近いことから前向きに検討してもらえないのが実情である。したがって、実例としてもまだまだ少ないのが現状である。
（6） 債権放棄

中小企業に対する金融機関側の債権放棄は、モラルハザードの問題、経済合理性の問題、

債権者間の平等などから困難であるケースが多い。しかしながら、中小企業再生支援協議会が調整役として介入し、実現可能性が高い再生計画案の作成ができ、かつ清算的回収よりも私的整理にもとづく金融機関側の債権放棄を実施したほうが将来的により回収額が多いと判断した場合においては行われることがある。この場合において、中小企業再生支援協議会側が提案する要債務免除額は、「債務額―資産売却収入―フリーキャッシュフロー（3年から5年の回収合計額）」によって求めることになる。つまり、債務額のうち資産売却によっても返せない、会社の営業活動で稼いでも返しきれない、自力で返済しきれない部分が債務免除を受けるべき金額ということになる。この債権放棄のケースにおいても、メインバンクの責任という側面を否定できず、メインバンクの債権放棄割合大といったかたちで再生計画案がまとまるケースが多いのが現実である。
5-8　中小企業再生支援協議会における改善スキームについて教えてください。

　Ａ.1.　　一次対応
　第一次対応は、窓口相談として支援業務責任者、窓口専門家等が持ち込まれた案件について、税務申告書、資金繰り表等を参考に直接経営者から話を聞き対応を検討する。その結果、各案件によって以下の対応へと進むことになる。
（1） 私的整理による再生が困難な場合には、地元の弁護士会等を通じて民事再生等の法的手続きを紹介する。

（2） 通常の個別対応の枠内で対応が可能な場合には、中小企業センターや関係支援機関を紹介する。

（3） 上記（１）、（２）以外の場合において、事業の将来性の見通しが可能であり、再生の実現可能性が高く、金融機関等の支援が見込まれる可能性がある場合において第二次対応へ進み、経営改善計画の策定支援を実施する。

2.第二次対応

第二次対応へ進むと、税理士、中小企業診断士、コンサルタントを中心とした専門家による個別支援チームが編成され再生計画策定支援が開始される。支援内容は以下のようなものである。　
（1） 事業の側面から、中小企業診断士やコンサルタントが再生の核となる事業を特定し、ノンコア事業あるいは不採算事業の見極めを行い必要であれば、事業の取捨選択を行う。そして、経営上の方策や経営改善等を踏まえた再生計画の策定支援を行っていく。
（2） 税理士等が中心となって財務面の再生支援を行っていく。おもにＢ/Ｓの改善、債務の圧縮等の具体的手法を構築していくこととなる。そして、決定した手法を基に今後の財務計画書、キャッシュフロー計画書等の策定支援行っていく。
（3） 上記（１）、（２）の再生計画にもとづいた関係金融機関に対する金融面での対応についての支援にかかる説明、調整を行っていく。
（4） 最終的な再生計画書に対する金融機関等の同意を得るための債権者集会を開催していく。
（5） その後、計画的なフォローアップ指導と計画の実行状況や実現可能性についての確認作業を行っていく。
1. 第二次対応への移行および計画策定後について

再生計画支援における運用において、平成17年4月1日以後以下の2点に関して企業に義務付けられた。
（1） 財務デューデリエンス
　財務デューデリジェンスとは、公認会計士等の会計専門家による企業の詳細な財務調査のことである。これにより資産の劣化、不良資産の存在、負債の過少計上、設備の操業度差異、重要な顧客への依存度、重要な簿外債務の発見、保証債務・偶発債務の有無等が明らかになり、実質債務超過額等の把握をすることができる。

　この財務デューデリジェンスについては利害関係のない公認会計士等によって行われるべきものとして、義務付けられることとなった。この運用については、企業や取引金融機関と利害関係のない公認会計士・税理士のみが実態Ｂ/Ｓ、Ｐ/Ｌの作成・検証を行うものとされており、企業の顧問公認会計士、税理士が作成・検証することはできないこととなっている。また、この財務デューデリジェンスに要する専門家への費用負担については、中小企業再生支援協議会では最高100万円までとしており、基本的には債務者企業が負担すべきものとしている。
（2） 選別基準

　以前の再生計画の策定にあたっては、選別基準に関して各中小企業再生支援協議会が独自の判断で行っていた。しかしながら、選別に関して恣意性が入る余地を排除するためにも、統一的な基準の明示がなされた。以下の3つの基準が提示されている。

1 実質債務超過解消年数

　　　実態Ｂ/Ｓを基礎とした実質的な債務超過額の把握をすることによる今後の実質債務超過解消年数の算定を行う。つまり、事業再生計画を策定後はたして、この計画が実行されて債務超過の解消を何年で達成することができるかということである。この年数の設定を5年以内の達成が必要とされた。
2 経常収支の黒字化
　　　再生計画において、特別利益、特別損失を考慮しない会社の正常収益力、すなわち経常利益の黒字化を何年で達成できるかを設定している。私的整理ガイドラインと同様に経常利益の黒字化については3年以内の達成が必要とされた。
3 有利子負債の対キャッシュフロー倍率

有利子負債の対キャッシュフロー倍率とは、有利子負債を返済するのに当該債務者

　　企業の1年間あたりで生み出す資金フローでは何年分に相当するかの比率である。
有利子負債とは、「短期借入金+長期借入金+社債」で定義される。またここでいうキャッシュフローとは、「経常利益×50％（おおよその実効税率）+減価償却費の算式」で求めるものとし、あくまで大まかな目安とされている。
そして、運用においては有利子負債の対キャッシュフロー倍率は、計画終了後においておおむね10年以内になることを求めている。

2. 再生計画案の作成および内容

（１）再生計画案の作成

再生計画案の作成においては、上記のとおり公認会計士等による財務調査分析と中小

企業診断士等による事業調査分析が行われ、その結果およびその調査プロセスを通じて債務者企業の財務状況および事業状況についてより詳細な把握を行い、債務者企業の再生計画書を作成していくことになる。

　再生計画案においては、債務者企業の財務状況、事業の内容、経営改善施策が盛り込まれるだけではなく、債権者に対する金融支援要請の内容が明記されることになっている。つまり、金融機関側からの支援としてリスケジュール・債権放棄・ＤＥＳ・ＤＤＳあるいは、追加融資といった具体的支援策が盛り込まれることとなる。

（3） 再生計画案の内容

　再生計画案作成における必須的項目が以下のとおり含まれている必要がある。

· 企業の概要

· 過去の財務状況の推移

· 財務デューデリジェンスにもとづく実態貸借対照表

· 経営難になった理由

· 事業再構築計画の具体的内容

· 今後の事業見通し

· 財務計画

· 資金繰り計画

· 債務弁済計画

· 金融支援策

· 経営者責任の具体策（増減資、私財提供、退任の有無等）

（4） 主要債権者の合意
再生計画案の作成においては、当事者である債務者企業、金融機関と個別支援チームは、財務状況・事業状況の調査・分析や再生計画案の作成の各種作業の進行状況に応じて会議を開催し、再生計画案の内容について検討していくことにより同意を得ていく必要がある。最終的に同意が形成された段階において、各金融機関および債務者企業に対して同意のサインをもらい、最終計画案が計画書となることになる。
5-9　事業再生ファンドの活用について教えてください。
　
Ａ.1.事業再生ファンドとは

　投資ファンドとは、投資家から預かった資金を投資してその運用益を上乗せして投資家に還元する仕組みをいう。投資ファンドのひとつである事業再生ファンドは、過剰債務企業または過剰債務企業の傘下にある事業部門や子会社といった事業再生ニーズを投資対象とし、そこから生み出されるキャッシュフローから投資家に還元する仕組みである。再生ファンドの運営会社の業務としては、債権の買取りを行うこと、遊休不動産・担保不動産の買取りを行うこと、株式の取得を行うことにより、リスクマネーの供給をしていくこと、経営に直接関与し事業再生を行うこと、ターンアラウンドマネージャーを派遣し事業再生を行うこと、倒産法等に精通した法律事務所、会計事務所等の専門家を派遣するといったことを行う。そして、事業再生ファンドの運営会社が事業の再生の担い手となり、投資家から集めた資金を活用し新たな利益を生み出し投資家に還元していくこととなる。
3. 地域企業再生ファンド

地域企業再生ファンドとは、「出資者から集めた資金を用いて、地域金融機関から経営不振の地域中小企業の不良債権を買取り、企業再生後、おもに地域金融機関に当該債権を売却し、差益を得る仕組みのファンド」を総称したものである。「地域企業再生ファンド」は、一般的な「企業再生ファンド」と同じ仕組みであるが、再生対象を地域の中小企業（地域金融機関の不良債権先）に限定した点に違いがある。地域企業再生ファンドの具体的な設立者としては、㈱ジェイ・ウイルパートナーズやルネッサンスキャピタルマネジメント㈱などの民間ファンド会社と、中小企業基盤整備機構や地方自治体などの公的機関である。そして具体的業務を行う運営管理者は、ファンドの一連の運営管理業務（対象案件の選定、買取価格の決定、投資実行、企業再生、売却方法の選定、売却価格の決定など）を行い、ファンド収益を出資者へ配当として還元する。運営管理者は、設立者が民間ファンド会社の場合には設立者と同一であることが多いが、設立者が公的機関の場合には設立者と運営管理者が異なることが多い。中小企業基盤整備機構が設立者の際には地域金融機関の子会社（ベンチャーキャピタル等）、地方自治体が設立者の場合には民間ファンド会社に対してそれぞれ業務を委託するケースが多い。
4. 中小企業再生支援協議会のファンド活用例

　中小企業再生支援協議会が再生手法においてファンドを活用した事例はまだ少ないが、大分企業支援ファンドの例をあげてみることとする。これは、中小企業基盤整備機構が中小企業再生ファンド出資事業の第一号（注１）として、大分企業支援ファンドを組成し、自ら22.5億円（出資比率45％）の出資をしている。中小企業基盤整備機構が率先して多額の出資をしたことから、当ファンドには、大分銀行、豊和銀行、大分みらい信用金庫など県下の地域金融機関も資金を拠出している。この企業再生には、対象企業の選定と再生計画の客観性・妥当性を確保するために中小企業再生支援協議会が関与している。
中小企業基盤整備機構が行う出資事業の目的には、「短期的な利益獲得を目指すのではな

く、中小企業再生支援協議会と連携し、中期的に債権および株式を保有して継続的な企業再生支援を行うことにより、地域の中小企業の再生を支援するファンドの組成を促進する」と明示している。当ファンドが扱った案件のうち1件は、Ａ建設会社（資本金1億2千万円、売上高84億円程度）であり、Ａ社は公共工事削減などにより、資金繰りが悪化し、大幅な実質債務超過に陥っていた。そこで、陸上工事から撤退し、競争力のある海洋土木に特化する再生プランを建てた。この再生計画策定に当たっては、大分県中小企業再生支援協議会の支援を受け、債権者である銀行側は総額44億円の債権放棄を行っている。
（注１）http://www.smrj.go.jp/keiei/saisei/000471.html
5-10事業再生を支援する融資制度について教えてください。
　
Ａ.1.再生支援融資

　再生支援融資については地方公共団体、政府系金融機関3行（中小企業金融公庫、国民生活金融公庫、商工組合中央金庫）がおもに扱っている。取り扱い方法、融資の要件等に関しては以下のとおりである。

　（１）企業再建資金　国民生活金融公庫

　　　①　融資の利用対象者
　次のいずれかの支援を受けて企業の再建を図る者

· 株式会社産業再生機構

· 株式会社整理回収機構（ＲＣＣ）

· 中小企業再生支援協議会

2 　資金使途

　企業の再建を図るうえで必要となる設備資金および運転資金

3 融資条件
· 融資金額　　

7,200万円以内　（うち運転資金4,800万円以内）

· 返済期間　

　　　　設備資金　　15年以内　（うち据置期間　2年以内）

　　　　運転資金　　　5年以内　（必要な場合には7年以内）

· 利率　

　　　基準利率　+　0.7％　

· 担保
　　　要相談　

（2） 中小企業金融公庫・事業再生支援資金
1 融資の利用対象者

　（ａ）民事再生法にもとづく再生計画の認可決定などを受けた者、および私的整理に関するガイドラインにそって私的整理を行う者で、次のアおよびイにあてはまる者
　ア.次のⅰからⅲにあてはまること

　　ⅰ.一定の雇用効果が認められるなど、地域経済の産業活力維持に資する事業であること

　　ⅱ.地域住民の生活に密着した生活関連サービスの提供事業であるなど、地域社会に不可欠な事業であること

　　ⅲ.先進性、新規性または技術力の高い事業で今後の発展が見込まれる有望な事業であること

1. 事業の再建に際して、民間金融機関の金融支援が得られること
（ｂ）倒産した企業や経営難の状態にある企業（産業再生機構や中小企業再生支援協議会の関与の下で事業の再生を行う企業を含む）などから営業譲渡等により
事業を承継する者で、承継に際して民間金融機関の協力が得られる者
2 　資金使途

· （ａ）にあてはまる者が事業再建を行うために必要な設備資金および長期運転資金

· （ｂ）にあてはまる者が事業承継を行うために必要な設備資金および長期運転資金

③融資条件

· 融資金額　　

7億2千万円以内　（うち運転資金2億5千万円以内）

· 返済期間　

　（ａ）にあてはまる者

　　　　設備資金　　10年以内　（うち据置期間　2年以内）

　　　　運転資金　　　5年以内　（うち据置期間　2年以内）

（ｂ）にあてはまる者

設備資金　　15年以内　（うち据置期間　2年以内）

　　　　運転資金　　　7年以内　（うち据置期間　2年以内）

· 利率　

　（ａ）にあてはまる者　　

基準利率　+　1.0％　
（ｂ）にあてはまる者

基準利率
· 担保
融資相当額の担保必要（一定の場合には担保免除制度あり）
· 保証人

経営責任者の保証人必要

（3） 中小企業金融公庫・・企業再建資金

1 融資の利用対象者

　（ａ）経営改善、経営再建等に取り組む必要がある中小企業者で次のアからエのすべてにあてはまる者

　ア.次のいずれかにあてはまること

　　ⅰ.一定の雇用効果が認められるなど、地域経済の産業活力維持に役立つ事業であること

　　ⅱ.地域住民の生活に密着した生活関連サービスの提供事業であるなど、地域社会にとって不可欠な事業であること

　　ⅲ.先進性、新規性または技術力の高い事業で今後の発展が見込まれる事業であること

イ. 次のいずれかにあてはまり、早急に企業再建を行う必要がある者

ⅰ.借入債務などが産業再生機構に譲渡された企業と密接な取引関係を有する者
ⅱ.借入債務などが㈱整理回収機構に譲渡された企業と密接な取引関係を有する者

ⅲ.取引先の業況悪化の影響を受けるなど一定の要件に該当する者

ⅳ.過剰債務の状況に陥っている者

ⅴ. 産業再生機構が再生支援を決定したものであって、同社の関与の下で事業の再生を行う者

ⅵ. ㈱整理回収機構が支援決定したものであって同社の関与の下で事業の再生を行う者

ⅶ中小企業再生支援協議会の関与の下で事業の再生を行う者
ウ.相応の債務償還能力が認められ、適切な企業再建計画が策定され、金融機関の協力が得られるなど関係者による支援体制が構築されており、自助努力により企業再建が見込まれる者
エ.当公庫が融資後も継続的に企業再建に対する経営指導を行うことで、円滑な企業再建の遂行が可能となる者
2 　資金使途

企業再建計画にしたがって企業の再建を行うために必要な設備資金および長期運転資金

3 融資条件

· 融資金額　　

7億2千万円以内　（うち運転資金4億8千万円以内）

· 返済期間　　

　　　　設備資金　　20年以内　（うち据置期間　2年以内）

　　　　運転資金　　10年以内　（うち据置期間　2年以内）

· 利率　

　基準利率　+　0.3％　

· 担保
融資相当額の担保必要（一定の場合には担保免除制度あり）

· 保証人

経営責任者の保証人必要

（４） 商工組合中央金庫　事業再生安定化支援貸付

①　融資の利用対象者

· 法的再建手続の認可決定から手続終了までの再生事業者

· 私的整理ガイドラインにそって私的整理が成立した事業者

2 　資金使途

· 企業の再建を図るうえで必要となる設備資金および運転資金

· 短期運転資金（含割引手形）

· 再生手続終結資金

2 融資条件

· 融資金額　　

商工中金所定の限度内

· 返済期間　

　　　　　　10年以内　（うち据置期間　2年以内）

· 利率　

　　　商工中金所定の利率　　

· 担保
短期運転資金　商業手形または売掛金の担保提供が必要　　

長期運転資金　原則として必要

設備資金　融資対象物件を含め原則として必要
（５） 商工組合中央金庫　事業再生促進支援貸付

①　融資の利用対象者

再生事業者、再生事業者に準ずる事業者等から、営業譲渡等により事業承継する事業者

2 　資金使途

事業に必要な設備資金（買取資金）

3 融資条件

· 融資金額　　

商工中金所定の限度内

· 返済期間　

　　　　　　15年以内　（うち据置期間　2年以内）

· 利率　

　　　商工中金所定の利率　　

· 担保
　融資対象物件を含め原則として必要
（６） 商工組合中央金庫　企業再建支援貸出制度

①　融資の利用対象者

再生事業者、または過剰債務を抱えているが自らのリストラ努力により再建を図ろうとする当金庫と貸出取引（申込時点）のある事業者で、妥当な経営改善計画等により企業再建が見込まれる事業者

2 　資金使途

企業の再生に必要とする設備資金、長期運転資金、短期運転資金（含手形割引）

3 融資条件

· 融資金額　　

商工中金所定の限度内

· 返済期間　

　　　　　設備資金　15年以内　（うち据置期間　2年以内）
運転資金　10年以内　（うち据置期間　2年以内）
· 利率　

　　　商工中金所定の利率　　

5-11事業再生を支援する保証制度について教えてください。

Ａ.　1.事業再生保証制度（ＤＩＰ保証制度）
法的な手続き等による再建を目指す中小企業者の方を対象とした全国統一保証制度（事業再生保証制度）が創設され平成14年12月16日から取扱いが開始されている。

保証の要件等は以下のとおりである。

（1） 保証対象

　次の①の状態およびこれに準ずる状態で、かつ②の要件すべてに合致する者

①（ａ）民事再生法にもとづき計画の認可を受け、再生計画の途上にある者

　（ｂ）会社更生法にもとづき計画の認可を受け、更生計画の途上にある者
（ｃ）私的整理ガイドラインにもとづき再建計画が成立し、再建計画の途上にある者
②（ａ）金融機関ならびに取引先から取引の支援が得られており、事業の再建に合理的な見通しが認められること
　（ｂ）償還確実性が見込まれること

（２）保証限度額

　3億8千万円（80％の割合保証）

（３）保証料率

　信用保証料率は年1.80％

（４）対象資金

　事業設備資金　事業運転資金

（５）保証人

　法人の場合は代表者

（６）物的担保

　原則として有担保

（７）保証期間

　原則として1年以内

（８）貸付（手形割引）の実行について

　本制度が保証対象とする貸付金または手形割引は、再生計画等の完了日までに貸付（割

引）実行される必要がある。根保証の場合には、完了日までに実行された個々の貸付（手

形割引）が保証対象となる。
2.資金繰り円滑化借換保証制度

　信用保証協会の信用付借入金の借換や複数の保証付借入金の債務一本化等の促進を図

ることにより、中小企業者の月々の返済額の軽減を行い、中小企業の資金繰りを円滑化

することが目的である。
（1） 保証対象

· 一般保証

· セーフティーネット保証

· 特別保証（中小企業安定化特別保証）
（２）保証限度額

　2億8千万円

（３）保証料率
· セーフティーネット保証　0.8％　

· 一般保証　1.25％（有担保保証）　1.35％（無担保保証）

（４）対象資金

　信用保証付借入金

（５）保証人

　法人の場合は代表者

（６）物的担保

　原則として有担保

（７）保証期間

　原則として10年以内

　3.仙台市再生支援借換特別保証制度
仙台市中小企業者の経営再建を支援するため、複数の信用保証付既往借入金を一本化
して借換ることのできる制度である。

（1） 保証対象

　仙台市および宮城県が実施している信用保証付制度融資と一般保証付融資を併用している中小企業者で、既往の信用保証付融資の統合による旧債返済を行う者のうち、宮城県中小企業再生支援協議会の推薦を受けた者
（２）保証限度額

　　　5千万円

（３）保証料率
1.35％以下
（４）対象資金

　　　　信用保証付借入金

（５）保証人

　　　　法人の場合は代表者およびそれ以外の者1名以上

（６）物的担保

　　　　原則として有担保

（７）保証期間

　　　　7年以内

5-12 財産評定基準について教えてください。

Ａ.　1.中小企業再生支援協議会が実態貸借対照表を作成にあたっての評価基準は以下のとおりとなっている。
（１）売上債権（受取手形・売掛金・完成工事未収入金）
① 原則として、相手先別に信用力の程度を評価し、回収可能性（注）に応じて減額する額を決定する。
・信用力の高い先に対する債権は減額不要
・不渡手形およびその他回収不能の債権は、当該額を減額する
・決算日後に大口販売先の倒産が判明した場合には、実態にあわせて損失見込額の調整を行う
(注)次の事象が確認できる場合、回収可能性は低い、またはなしと判断する。
破産、回収遅延、減額要請、休業、店舗閉鎖、行方不明、等。
② 関係会社宛売上債権については、清算予定会社宛債権は全額減額し、その他の債権は財務内容を把握し、回収可能性に応じて減額する額を決定する。
・財務内容の把握の結果、当該関係会社が債務超過である場合には、当該関係会社向け債権を債務超過額まで減額（複数の勘定科目に亘る場合には流動性の低い勘定科目から減額）する。
・債務超過額が債権の減額合計額を上回っており、当該関係会社の債務保証を行っている場合あるいは追加支援が発生する懸念が大きい場合には、債務保証額あるいは追加支援額を上限として債務超過額に対する債権の減額合計額の不足分を保証債務として負債に計上する。
（2） 棚卸資産
① 陳腐化したり破損した棚卸資産について評価損を計上していないことが判明した場合には、評価損相当額を減額する。
② 不良在庫、評価損のある在庫等は適切な評価額に調整する。
（3） 前払費用
① 原則として全額減額する。
② 但し、前払家賃、前払利息等のように翌期以降に役務の提供を受けなければ返還されるべき性質の前払費用で、役務提供契約の解除が確定しており、払い戻しによる受取額が算定できる場合は、当該額の減額は不要。
③ また、オートリース業における自動車保険料、自動車税等、中途解約が不可であるために取引先からの回収を想定できるもの（立替金に近い性格のもの）は、「売上債権」の算定方法に準じて調整する。
（４）貸付金（短期貸付金・関係会社短期貸付金・関係会社長期貸付金・長期貸付金）
① 貸付金は、売上債権等に比較して固定化する可能性が高いことに鑑み、原則として、貸付先の決算書入手等により財務内容を把握すること。その上で、回収可能性に応じて減額する額を決定する。
具体的には、「売上債権」②関係会社宛債権に準じて調整を行う。
② ノンバンクで全貸付先の決算書入手が困難な場合は、関係会社宛貸付金を除いて、一般の売上債権の算定方法に準じて調整する。
③ 回収可能性が不明確な役員宛貸付金は、全額減額する。
④ 福利厚生のための住宅取得資金等の従業員宛貸付金は、減額不要とする。
（５）未収入金・仮払金・その他流動資産
① 調整は「売上債権」の調整方法に準ずる。
② 仮払金の内、本来費用処理されるべきものは減額する。
（8） 有形固定資産
① 再建計画において、継続して使用予定の物件は時価（法定鑑定評価額、またはそれに準じた評価額）に調整する。売却予定の物件は、早期売却を前提とした価格等に調整する。
② 建設仮勘定は原則として調整不要。但し、建設計画が頓挫している場合、据付が完了していれば建物、機械等は時価で評価し、発注先への前渡金であれば「売上債権」の調整方法に準じて調整する。
・尚、収益還元方式で入居保証金等の要返還額を差し引いて評価した場合は、要返還額を「その他固定負債」等の適切な負債項目から減額する。
（9） 無形固定資産
① 借地権は、有形固定資産に準じて調整するが、含み損益を調整する場合は底地の時価に借地権割合を考慮して評価する。
② 借地権以外の無形固定資産(電話加入権、特許権・商標権等の工業所有権、ソフトウエア等)のうち、価値の見込めないものは全額減額する。
（10） 有価証券・投資有価証券
① 市場性のある有価証券は含み損益の調整を行う。
・原則、算定時点の時価で評価する。
② 市場性のない株式(出資金)は関係会社株式の調整方法に準ずる。
③ 市場価格が明らかでない社債等は、「売上債権」に準じて評価する。
（９）関係会社株式
関係会社株式（出資金を含む）は、原則当該先の財務内容の把握を行い、以下により調整額を算定する。
・業況不振先の株式は原則全額減額
・その他の先の株式は、簿価と簿価ベースの持分法評価額（注）のいずれか低い方の金額とする（債務超過先の株式は評価ゼロとなる）
(注) 持分法評価額とは、出資先の[純資産額(自己資本額)／発行済株数]×持株数にて算定した株式・出資金の評価額である。
(１０)その他投資
① 長期前払費用は「前払費用」の調整方法に準ずる。
② ゴルフ会員権のように市場価格があるものは、時価で評価する。
③ 投資不動産は「有形固定資産」の調整方法に準ずる。
④ その他については、原則として簿価で評価し、調整は行わない。但し、オフバランス処理した不動産受益権等は、関係会社株式の調整方法に準じる。
(１１)繰延税金資産・繰延税金負債
見合いの資産の評価の調整に応じて、必要額を調整する
（１２）繰延資産
全額減額することを原則とする。
(１３)裏書譲渡手形・割引手形
調整は「売上債権」の調整方法に準ずる。
調整額は負債として計上する。
(１４)割賦未実現利益
① 割賦債権に対する貸倒引当金が、割賦債権の長期性を考慮して適正に設定されている場合や、割賦債権に信用力が高い第三者の保証が付されている場合には、割賦未実現利益を減額する。
② 但し、割賦未実現利益の内、金利相当分および事務管理のアフターコスト相当分は将来確実に費用となることが見込まれるため減額しない。
(１５)賞与引当金・その他短期引当金・その他長期引当金
① 賞与引当金等の支払が確実に発生すると予想される負債性引当金は減額しない。
② 返品調整引当金のように将来債務に対する引当を行っている場合で、資産側で当該引当と同内容の減額を行った場合は、引当金計上額を限度として、その減額した額と同額の減額を行う。
(１６)貸倒引当金
① 回収不能見込額を個別に引当した貸倒引当金については、その見合い債権の評価損を減額している場合に限り、減額する。
② 見合い債権を特定できない貸倒引当金については、①を除く債権の評価損の範囲内で減額する。
(１７)退職給付引当金
退職給付債務の積立不足額は全額を負債とみなす。
(１８)保証債務
① 保証債務(注記されていない保証債務も含む)については、単体では債務履行能力に不安がある先に対して保証が必要となることに鑑み、原則として、保証先の決算書入手等により財務内容を把握し、履行可能性に応じて調整額を決定する。具体的には、「売上債権」②関係会社宛債権に準じて調整を行い、必要額を負債に計上する。
② 尚、決算以降に保証履行した、保証履行請求をされている、または保証履行請求される可能性が高い保証債務(注記されていない偶発債務も含む)がある場合、当該額と①で算定した必要額のいずれか大きい金額を負債に計上する。
③ 業況不振先に対する担保提供等で履行する恐れの高い偶発債務(注記されていない偶発債務も含む)も負債に計上する。
・この評価基準は、会計上への反映を予定しているものではない。
・直近決算期の貸借対照表を基に、その後の大きな変動を反映し、極力最新の評価により行うことを原則とする。
・上記に記載のない科目の調整や、ＤＣＦ法やＥＢＩＴＤＡマルチプル法などその他の合理的な評価方法の適用を妨げるものではない。(ただし、その他の評価方法を適用した合理的な理由を付記する。)
　
（参照）　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/downlord/170621sakuteitezyun.pdf
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